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NEW COHSMS ガイドラインの公表について 

 

 

 建設業労働災害防止協会（会長 錢高一善）は、「建設業労働安全衛生マネジメントシス

テムガイドライン（COHSMS ガイドライン）」を改正し「NEW COHSMS」として下記

のとおり公表することとしました。 

 この NEW COHSMS ガイドラインは、当協会会長名より建災防都道府県支部長あてに通

知し、その周知について指示しました。 

  

記 

 

 １ 改正日 

   平成 30 年 4 月 1 日 

 

 ２ 内容 

   別添のとおり 

 

  

〔参考資料〕 

  １）労働災害等から保護する COHSMS の対象者 

  ２）COHSMS ガイドラインの新旧対照表 

  ３）NEW COHSMS （リーフレット） 

  ４）NEW COHSMS 認定への移行計画（イメージ） 

 



別添                         

 

30 建災防技発第 101 号  

                      平 成 3 0 年 4 月 2 日   

 

建設業労働災害防止協会  

 都 道 府 県 支 部 長 殿  

 

                       建設業労働災害防止協会  

                        会       長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

「建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン」の改訂について  

 

 

 当協会の業務運営につきましては、平素から格別のご協力を賜り厚く御礼申

し上げます。   

 さて、標記につきまして、今般、労働安全衛生マネジメントシステムの ISO

化、それに伴う ISO 規格の翻訳 JIS 化、及び MS 指針に盛り込まれている我が

国特有の安全衛生活動等を取り入れた JIS 化などの検討がなされ、一方、国内

の労働生産性の向上のための働き方改革、それに付随した建設従事者の安全及

び健康の確保の推進に関する法律（「建設職人基本法」）の施行、さらに、改

正された労働安全衛生法の化学物質等リスクアセスメントの義務化等、建設業

の労働安全衛生を取り巻く環境が大きく変化し、それらの内外の状況に対応し

た、建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン（COHSMS ガイ

ドライン）を別紙のとおり改訂いたしましたのでご通知申し上げます。  

また、改訂した COHSMS ガイドラインを会員事業場に周知方宜しくお願い

申し上げます。  
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別紙 

 

建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン 

 

（前文） 

このガイドラインは、厚生労働大臣が公表した「労働安全衛生マネジメントシステムに関

する指針」に基づき、建設業の固有の特性を踏まえ、必要な安全衛生管理の仕組みを示した

ものであり、建設事業を行う事業者が、自らの意志において、自主的に取り組むものである。 

 

１． 目的 

このガイドラインは、建設事業を行う事業者が、労働者の協力の下に、店社と作業所が一

体となって、「計画－実施－評価－改善」という一連の過程を定めて継続的に行う自主的な

安全衛生活動を促進することにより、建設事業場における労働災害の防止を図るとともに、

建設工事従事者及び店社の労働者の心身の健康の増進及び快適な職場環境の形成の促進を

図り、もって建設事業場における安全衛生水準の向上に資することを目的とする。 

 

２．趣旨 

このガイドラインは、建設事業場の安全衛生管理に関する仕組みを確立するための基本

的事項を定めたものであり、労働安全衛生法の規定に基づき機械、設備、化学物質等による

危険又は心身の健康障害を防止するため建設事業を行う事業者が講ずべき具体的な措置を

定めるものではない。 

 

３．定義 

このガイドラインに用いる用語の意義は、次に定めるところによる。 

 

３．１ 建設業労働安全衛生マネジメントシステム 

建設業労働安全衛生マネジメントシステム（以下「システム」という。）とは、建設事

業場において、次に掲げる事項を体系的かつ継続的に実施する安全衛生管理に係る一連

の自主的活動に関する仕組みであって、施工管理等の建設事業の実施に係る管理と一体

となって運用されるものをいう。 

1) 安全衛生に関する方針（以下「安全衛生方針」又は｢工事安全衛生方針｣という。）の

表明 

2) 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置 

3) 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

4) 安全衛生に関する目標（以下「安全衛生目標」又は｢工事安全衛生目標｣という。）の

設定 

5) 安全衛生に関する計画（以下「安全衛生計画」又は｢工事安全衛生計画｣という。）の

作成、実施、評価及び改善 

 

３．２ 建設事業場 

建設事業場とは、建設事業の仕事の請負契約を締結している店社とその店社において

締結した請負契約に係る仕事を行う作業所を統合した組織をいう。 



 

2 

 

 

３．３ 建設事業者 

建設事業者とは、建設事業場で建設事業の仕事を行う者をいう。 

 

３．４ 店社 

店社とは、作業所の指導、支援及び管理業務を行う本社、支店等の組織をいう。 

 

３．５ 作業所 

作業所とは、工事の施工を行う組織をいう。 

 

３．６ 建設工事従事者 

建設工事従事者とは建設工事に従事する者をいい、建設工事の現場に関係する労働者

及び関係請負人とその労働者の他、一人親方、自営業主、家族従事者（以下「一人親方等」

という。）、技能実習生、元方事業者の作業所長を含む。 

 

３．７ その他の関係者 

その他の関係者とは、工事監理者、別途発注事業者、店社関係者、購買関係業者、資機

材供給業者、資機材運搬業者、給食業者等、建設現場に出入りする者をいう。 

 

３．８ 公衆災害 

通行人等、当該工事の関係者以外の第三者の生命、身体及び財産に関する危害及び迷惑

をいう。 

 

３．９ システム監査 

システム監査とは、システムに従って行う措置が適切に実施されているかどうかにつ

いて、安全衛生計画の期間を考慮して定期的に建設事業者が行う調査及び評価をいう。 

 

４．適用 

システムに従って行う措置は、建設事業の仕事の請負契約を締結している店社及びその

店社において締結した請負契約に係る仕事を行う作業所を併せて一の単位として実施する

ことを基本とする。 

 

５．システムを確立するために必要な基本的事項 

建設事業場におけるシステムを確立し、適切かつ継続的に実施するため、建設事業者及び

作業所長は、以下の基本的事項を実施するものとする。 

 

５．１ 店社において必要な基本的事項 

５．１．１ 安全衛生方針の表明 

1) 建設事業者は、建設事業場における安全衛生方針を表明し、建設工事従事者及びそ

の他の関係者並びに店社の労働者に周知させるものとする。 

2) 安全衛生方針は、建設事業場における安全衛生水準の向上を図るための安全衛生に

関する基本的考え方を示すものであり、次の事項を含むものとする。 
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(1) 労働災害の防止を図ること。 

(2) 心身の健康の保持増進を図ること。 

(3) 労働者の協力の下に、安全衛生活動を実施すること。 

(4) 労働安全衛生関係法令、建設事業場において定めた安全衛生に関する規程(以下

「建設事業場安全衛生規程」という。)等を遵守すること。 

(5) システムに従って行う措置を適切に実施すること。 

 

５．１．２ 労働者の意見の反映 

建設事業者は、安全衛生目標の設定並びに安全衛生計画の作成、実施、評価及び改善に

当たり、安全衛生委員会等（安全衛生委員会、安全委員会又は衛生委員会をいう。以下同

じ。）の活用等労働者の意見を反映する手順を定めるとともに、この手順に基づき、労働

者の意見を反映するものとする。 

 

５．１．３ システム体制の整備 

建設事業者は、建設事業場におけるシステムに従って行う措置を適切に実施する体制

を整備するため、次の事項を行うものとする。 

(1)  建設事業場においてその事業を統括管理する者を、システム管理の最高責任者とし

て指名し、役割、責任及び権限を定めること。 

(2) システム各級管理者（店社においては、安全衛生管理部門、工事管理部門等におけ

る部長・課長・係長等の管理者、また、作業所においては、作業所長、工事主任等の管

理者であって、システムを担当するものをいう。以下同じ。）を指名し、役割、責任及

び権限を定めること。 

(3) システム管理の最高責任者、システム各級管理者の役割、責任及び権限を、建設工

事従事者及びその他の関係者並びに店社の労働者に周知させること。 

(4) システムに係る人材及び予算を確保するように努めること。 

(5) システムに従って行う措置の実施に当たり、安全衛生委員会等を活用すること。 

 

５．１．４ システム教育の実施 

建設事業者は、労働者に対してシステムに関する教育を実施する手順を定めるととも

に、この手順に基づき、システムに関する教育を実施するものとする。 

 

５．１．５ 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

1) 建設事業者は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成のため、関係請

負人の安全衛生管理能力等を評価する手順を定めるとともに、この手順に基づき、関

係請負人の安全衛生管理能力等を評価するものとする。 

2) 建設事業者は、1)において評価した結果を、次の施工する工事における関係請負人

の選定及び育成に反映するものとする。 

 

５．１．６ 明文化 

1) 建設事業者は、次の事項を文書により定めるものとする。 

(1) 安全衛生方針 

(2) システム管理の最高責任者及びシステム各級管理者の役割、責任及び権限 
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(3) 安全衛生目標 

(4) 安全衛生計画 

(5) 次に掲げる店社において必要な基本的事項に関する手順 

    ① 労働者の意見の反映 

    ② システム教育 

    ③ 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

    ④ 文書の管理 

    ⑤ 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

     ⑥ 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

    ⑦ 安全衛生計画の実施等  

⑧ 日常的な点検、改善等 

    ⑨ 労働災害発生原因の調査等 

    ⑩ システム監査 

(6) 次に掲げる作業所において必要な基本的事項に関する手順 

① 建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者の意見の反映  

② 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

    ③ 文書の管理 

  ④ 記録 

 ⑤ 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

⑥ 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

⑦ 工事安全衛生計画の実施等 

⑧ 日常的な点検、改善等 

⑨ 労働災害発生原因の調査等 

2) 建設事業者は、1）の文書を管理する手順を定めるとともに、この手順に基づき、

これらの文書を管理するものとする。 

 

５．１．７ 記録 

建設事業者は、安全衛生計画の実施状況、システム監査の結果等システムに従って行う

措置の実施に関し必要な事項を記録し、これらの記録を保管するものとする。 

 

５．１．８ 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

1) 建設事業者は、労働安全衛生法第 28 条の 2 第 2 項に基づく「危険性又は有害性等

の調査等に関する指針」及び労働安全衛生法第 57 条の 3 第 3 項に基づく「化学物質

等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に従って工事に伴う危険性又

は有害性等を調査する手順を定めるとともに、この手順に基づき、危険性又は有害性

等を調査するものとする。 

2) 建設事業者は、1)の調査の結果に基づき建設工事従事者及びその他の関係者の危険

又は健康障害を防止するため必要な措置を決定する手順を定めるとともに、この手

順に基づき、実施する措置を決定するものとする。 

3) 建設事業者は、労働安全衛生関係法令、建設事業場安全衛生規程等に基づき実施す

べき事項を決定する手順を定めるとともに、この手順に基づき、実施する措置を決定

するものとする。 
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５．１．９ 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

1) 建設事業者は、労働安全衛生法第 66 条第 1 項及び第 2 項に基づく労働者の健康状

態を把握するための手順を定めるとともに、この手順に基づき、労働者の健康状態を

把握するものとする。 

2) 建設事業者は、労働安全衛生法第 66 条の 10 第 7 項に基づく「心理的な負担の程

度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が

講ずべき措置に関する指針」に従って心理的な負担の程度を把握するための検査等

を実施する手順を定めるとともに、この手順に基づき、心理的な負担の程度を把握す

るための検査等を実施するものとする。 

3) 建設事業者は、１）及び２）の実施結果に基づき、労働者の心身の健康を保持増進

するとともに快適な職場環境を形成するための手順を定め、この手順に基づき、労働

者の心身の健康を保持増進するとともに快適な職場環境を形成するよう努めるもの

とする。 

 

５．１．１０ 安全衛生目標の設定 

建設事業者は、安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、安全衛生目標を設定

し、この目標において一定期間に達成すべき到達点を明らかとするとともに、この目標を

建設工事従事者及びその他の関係者並びに店社の労働者に周知するものとする。 

(1) 危険性又は有害性等の調査結果 

(2) 健康診断結果、心理的な負担の程度を把握するための検査結果 

(3) 過去の安全衛生目標の達成状況、労働災害の発生状況 

 

５．１．１１ 安全衛生計画の作成 

1) 建設事業者は、安全衛生目標を達成するため、建設事業場における危険性又は有害

性等の調査の結果等、及び労働者の心身の健康状態の把握結果等に基づき、一定の期

間を限り、安全衛生計画を作成するとともに、この計画を建設工事従事者及びその他

の関係者並びに店社の労働者に周知するものとする。 

2) 安全衛生計画は、安全衛生目標を達成するため、具体的な実施事項、日程等につい

て定めるものであり、次の事項を含むものとする。 

(1) 5.1.8  2）、3）の規定により決定された措置の内容及び実施時期に関する事項 

(2) 5.1.9 3)の規定により決定された取組の内容及び実施時期に関する事項 

(3) 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全衛生活動の実施

に関する事項 

(4） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項 

(5） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項 

(6） 作業所の指導及び支援に関する事項 

(7） 安全衛生計画の期間に関する事項 

(8） 安全衛生計画の見直しに関する事項 

 

５．１．１２ 安全衛生計画の実施等 

1) 建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施する手順を定めるとともに、
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この手順に基づき、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施するものとする。 

2) 建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施するために必要な事項につい

て建設工事従事者及びその他の関係者並びに店社の労働者に周知させる手順を定め

るとともに、この手順に基づき、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施するために必

要な事項をこれらの者に周知させるものとする。 

 

５．１．１３ 緊急事態への対応 

建設事業者は、あらかじめ、工事において労働災害発生の急迫した危険がある状態（以

下「緊急事態」という。）が発生した場合に労働災害を防止するための措置を定めるとと

もに、これに基づき適切に対応するものとする。 

 

５．１．１４ 日常的な点検、改善等 

1) 建設事業者は、安全衛生計画の実施状況等の日常的な点検及び改善を実施する手順

を定めるとともに、この手順に基づき、安全衛生計画の実施状況等の日常的な点検及

び改善を実施するものとする。 

2) 建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1）の日常的な点検及び

改善の結果を反映するものとする。 

 

５．１．１５ 労働災害発生原因の調査等 

1) 建設事業者は、労働災害、事故等が発生した場合におけるこれらの原因の調査並び

に問題点の把握及び改善を実施する手順を定めるとともに、労働災害、事故等が発生

した場合には、この手順に基づき、これらの原因の調査並びに問題点の把握及び改善

を実施するものとする。 

2) 建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1)の労働災害、事故等の

原因の調査並びに問題点の把握及び改善の結果を反映するものとする。 

 

５．１．１６ システム監査 

1) 建設事業者は、定期的なシステム監査の計画を作成し、5.1.1 から 5.1.15 まで及び

5.2.1 から 5.2.14 までに規定する事項についてシステム監査を適切に実施する手順

を定めるとともに、この手順に基づき、システム監査を適切に実施するものとする。 

2) 建設事業者は、1)のシステム監査の結果、必要があると認めるときは、システムに

従って行う措置の実施について改善を行うものとする。 

 

５．１．１７ システムの見直し 

建設事業者は、5.1.16 １）のシステム監査の結果を踏まえ、定期的に、システムの妥当

性及び有効性を確保するため、安全衛生方針の見直し、このガイドラインに基づき定めら

れた手順の見直し等システムの全般的な見直しを行うものとする。 

 

５．２ 作業所において必要な基本的事項 

５．２．１ 工事安全衛生方針の表明 

1) 作業所長は、工事安全衛生方針を表明し、建設工事従事者及びその他の関係者並び

に施工する工事に関係する店社の労働者に周知させるものとする。 
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2) 工事安全衛生方針は、作業所における安全衛生を確保するための施工する工事の安

全衛生に関する基本的考え方を示すものであり、施工する工事の特性、建設事業者が定

めた安全衛生方針、安全衛生目標、安全衛生計画等に基づくものとする。 

 

５．２．２ 建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者の意見の反映 

作業所長は、工事安全衛生目標の設定並びに工事安全衛生計画の作成、実施、評価及び

改善に当たり、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者及び施工する工事

に関係する店社の労働者の意見を反映させるものとする。 

 

５．２．３ システム体制の周知 

1) 作業所長は、システム各級管理者の役割、責任及び権限を、建設工事従事者及びそ

の他の関係者並びに施工する工事に関係する店社の労働者に周知させるものとする。 

2) 作業所長は、システムに関する体制図等によりシステム各級管理者の指名を明確に

させるものとする。 

 

５．２．４ 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

作業所長は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成のため、5.1.6 1)  (6)

で定める手順に基づき、関係請負人の安全衛生管理能力等の評価を実施し、この結果を建

設事業者に報告するものとする。 

 

５．２．５ 明文化 

1) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、次の事項を文書により定める

とともに、これらの文書を管理するものとする。 

(1) 工事安全衛生方針 

(2) 工事安全衛生目標 

(3) 工事安全衛生計画 

2) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、1)の文書を建設事業者に報告す

るものとする。 

 

５．２．６ 記録 

1) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の実施状況、

日常的な点検、改善の状況等システムに従って行う措置の実施に関し必要な事項を

記録するとともに、これらの記録を保管するものとする。 

2) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、1)の記録を建設事業者に報告す

るものとする。 

 

５．２．７ 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

1) 作業所長は、労働安全衛生法第 28 条の 2 第 2 項に基づく「危険性又は有害性等の

調査等に関する指針」及び労働安全衛生法第 57 条の 3 第 3 項に基づく「化学物質等

による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に従って 5.1.6 1)  (6)で定める

手順に基づき、施工する工事において予想される危険性又は有害性等を調査するも

のとする。 
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2) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、1)の調査の結果から建設工事従

事者及びその他の関係者の危険又は健康障害を防止するために実施する措置を決定

するものとする。 

3) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、労働安全衛生関係法令、建設事

業場安全衛生規程等から実施する措置を決定するものとする。 

 

５．２．８ 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

1) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の労働安全衛

生法第 66 条第 1 項及び第 2 項に基づく健康診断の実施状況を把握するものとする。 

2) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の労働安全衛

生法第 66 条の 10 に基づく心理的な負担の程度を把握するための検査等の実施状況

を確認するよう努めるものとする。 

3) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の職場環境が

快適になるよう努めるものとする。 

 

５．２．９ 工事安全衛生目標の設定 

作業所長は、工事安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、工事安全衛生目 

標を設定し、この目標において施工する工事期間又は一定期間において、達成すべき到達

点を明らかとするとともに、この目標を建設工事従事者及びその他の関係者並びに施工

する工事に関係する店社の労働者に周知するものとする。 

(1) 危険性又は有害性等の調査結果  

(2) 同種工事における労働災害の発生状況 

 

５．２．１０ 工事安全衛生計画の作成 

1) 作業所長は、工事安全衛生目標を達成するため、施工する工事において予想される危

険性又は有害性等の調査の結果等に基づき、施工する工事期間又は一定期間における

工事安全衛生計画を作成するとともに、この計画を建設工事従事者及びその他の関係

者並びに施工する工事に関係する店社の労働者に周知するものとする。 

2) 工事安全衛生計画は、工事安全衛生目標を達成するため、次の事項を含むものとする。 

(1) 5.2.7  2）、3)の規定により決定された措置の内容及び実施時期に関する事項 

(2） 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全衛生活動の実施

に関する事項 

(3） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項 

(4） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項 

(5） 工事安全衛生計画の期間に関する事項 

(6） 工事安全衛生計画の見直しに関する事項 

 

５．２．１１ 工事安全衛生計画の実施等 

1) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を適切かつ

継続的に実施するものとする。 

2) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を適切かつ

継続的に実施するために必要な事項について建設工事従事者及びその他の関係者並
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びに施工する工事に関係する店社の労働者に周知させるものとする。 

 

５．２．１２ 緊急事態への対応 

作業所長は、あらかじめ、施工する工事において緊急事態が生ずる可能性を評価し、

5.1.13 で定める措置に従って、適切に対応するものとする。 

 

５．２．１３ 日常的な点検、改善等 

1) 作業所長は、5.1.6 1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の実施状況

等の日常的な点検及び改善を実施するものとする。 

2) 作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合にあっては、

１）の日常的な点検及び改善の結果を、次回の工事安全衛生計画に反映するものとする。 

 

５．２．１４ 労働災害発生原因の調査等 

1) 作業所長は、労働災害、事故等が発生した場合に 5.1.6 1)  (6)で定める手順に基

づき、労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握及び改善を実施するものと

する。 

2) 作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合にあっては、

１）の労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握及び改善の結果を、次回の

工事安全衛生計画に反映するものとする。 

 

沿革 

平成１１年１１月１６日 制定 

平成１８年 ６月 １日 改正 

平成３０年 ４月 １日 改正 
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（前文）

このガイドラインは、厚生労働大臣が公表した「労働安全衛生マネジメン
トシステムに関する指針」に基づき、建設業の固有の特性を踏まえ、必要
な安全衛生管理の仕組みを示したものであり、建設事業を行う事業者
が、自らの意志において、自主的に取り組むものである。

（前文）

このガイドラインは、厚生労働大臣が公表した「労働安全衛生マネジメ
ントシステムに関する指針」に基づき、建設業の固有の特性を踏まえ、
必要な安全衛生管理の仕組みを示したものであり、建設事業を行う事
業者が、自らの意志において、自主的に取り組むものである。

1 目的 1 目的

このガイドラインは、建設事業を行う事業者が、労働者の協力の下に、店
社と作業所が一体となって、「計画－実施－評価－改善」という一連の過
程を定めて継続的に行う自主的な安全衛生活動を促進することにより、
建設事業場における労働災害の防止を図るとともに、建設工事従事者
及び店社の労働者の心身の健康の増進及び快適な職場環境の形成の
促進を図り、もって建設事業場における安全衛生水準の向上に資するこ
とを目的とする。

このガイドラインは、建設事業を行う事業者が、労働者の協力の下に、
店社と作業所が一体となって、「計画－実施－評価－改善」という一連
の過程を定めて継続的に行う自主的な安全衛生活動を促進することに
より、建設事業場における労働災害の防止を図るとともに、労働者の健
康の増進及び快適な職場環境の形成の促進を図り、もって建設事業場
における安全衛生水準の向上に資することを目的とする。

2 趣旨 2 趣旨

このガイドラインは、建設事業場の安全衛生管理に関する仕組みを確立
するための基本的事項を定めたものであり、労働安全衛生法の規定に
基づき機械、設備、化学物質等による危険又は心身の健康障害を防止
するため建設事業を行う事業者が講ずべき具体的な措置を定めるもの
ではない。

このガイドラインは、建設事業場の安全衛生管理に関する仕組みを確
立するための基本的事項を定めたものであり、労働安全衛生法の規定
に基づき機械、設備、化学物質等による危険又は健康障害を防止する
ため建設事業を行う事業者が講ずべき具体的な措置を定めるものでは
ない。

3 定義 3 定義

このガイドラインに用いる用語の意義は、次に定めるところによる。 このガイドラインに用いる用語の意義は、次に定めるところによる。

建設業労働安全衛生マネジメントシステムガイドライン改訂の新旧対照表

旧　ＣＯＨＳＭＳＮＥＷ　ＣＯＨＳＭＳ

1
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3.1 建設業労働安全衛生マネジメントシステム 3.1 建設業労働安全衛生マネジメントシステム

建設業労働安全衛生マネジメントシステム（以下「システム」という。）と
は、建設事業場において、次に掲げる事項を体系的かつ継続的に実施
する安全衛生管理に係る一連の自主的活動に関する仕組みであって、
施工管理等の建設事業の実施に係る管理と一体となって運用されるも
のをいう。

建設業労働安全衛生マネジメントシステム（以下「システム」という。）と
は、建設事業場において、次に掲げる事項を体系的かつ継続的に実施
する安全衛生管理に係る一連の自主的活動に関する仕組みであって、
施工管理等の建設事業の実施に係る管理と一体となって運用されるも
のをいう。

1)　安全衛生に関する方針（以下「安全衛生方針」又は｢工事安全衛生方
針｣という。）の表明

1)　安全衛生に関する方針（以下「安全衛生方針」又は｢工事安全衛生
方針｣という。）の表明

2)　危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置 2)　危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置

3)　心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組

4)　安全衛生に関する目標（以下「安全衛生目標」又は｢工事安全衛生目
標｣という。）の設定

3)　安全衛生に関する目標（以下「安全衛生目標」又は｢工事安全衛生
目標｣という。）の設定

5)　安全衛生に関する計画（以下「安全衛生計画」又は｢工事安全衛生計
画｣という。）の作成、実施、評価及び改善

4)　安全衛生に関する計画（以下「安全衛生計画」又は｢工事安全衛生
計画｣という。）の作成、実施、評価及び改善

3.2 建設事業場 3.2 建設事業場

建設事業場とは、建設事業の仕事の請負契約を締結している店社とそ
の店社において締結した請負契約に係る仕事を行う作業所を統合した
組織をいう。

建設事業場とは、建設事業の仕事の請負契約を締結している店社とそ
の店社において締結した請負契約に係る仕事を行う作業所を統合した
組織をいう。

3.3 建設事業者 3.3 建設事業者

建設事業者とは、建設事業場で建設事業の仕事を行う者をいう。 建設事業者とは、建設事業場で建設事業の仕事を行う者をいう。

3.4 店社 3.4 店社

店社とは、作業所の指導、支援及び管理業務を行う本社、支店等の組織
をいう。

店社とは、作業所の指導、支援及び管理業務を行う本社、支店等の組
織をいう。

3.5 作業所 3.5 作業所

作業所とは、工事の施工を行う組織をいう。 作業所とは、工事の施工を行う組織をいう。
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3.6 建設工事従事者

建設工事従事者とは建設工事に従事する者をいい、建設工事の現場に
関係する労働者及び関係請負人とその労働者の他、一人親方、自営業
主、家族従事者（以下「一人親方等」という。）、技能実習生、元方事業者
の作業所長を含む。

3.7 その他の関係者

その他の関係者とは、工事監理者、別途発注事業者、店社関係者、購買
関係業者、資機材供給業者、資機材運搬業者、給食業者等、建設現場
に出入りする者をいう。

3.8 公衆災害

通行人等、当該工事の関係者以外の第三者の生命、身体及び財産に関
する危害及び迷惑をいう。

3.9 システム監査 3.6 システム監査

システム監査とは、システムに従って行う措置が適切に実施されている
かどうかについて、安全衛生計画の期間を考慮して定期的に建設事業
者が行う調査及び評価をいう。

システム監査とは、システムに従って行う措置が適切に実施されている
かどうかについて、安全衛生計画の期間を考慮して定期的に建設事業
者が行う調査及び評価をいう。

4 適用 4 適用

システムに従って行う措置は、建設事業の仕事の請負契約を締結してい
る店社及びその店社において締結した請負契約に係る仕事を行う作業
所を併せて一の単位として実施することを基本とする。

システムに従って行う措置は、建設事業の仕事の請負契約を締結して
いる店社及びその店社において締結した請負契約に係る仕事を行う作
業所を併せて一の単位として実施することを基本とする。

3



旧　ＣＯＨＳＭＳＮＥＷ　ＣＯＨＳＭＳ

5 システムを確立するために必要な基本的事項 5 システムを確立するために必要な基本的事項

建設事業場におけるシステムを確立し、適切かつ継続的に実施するた
め、建設事業者及び作業所長は、以下の基本的事項を実施するものと
する。

建設事業場におけるシステムを確立し、適切かつ継続的に実施するた
め、建設事業者及び作業所長は、以下の基本的事項を実施するものと
する。

5.1 店社において必要な基本的事項 5.1 店社において必要な基本的事項

5.1.1 安全衛生方針の表明 5.1.1 安全衛生方針の表明

1)
建設事業者は、建設事業場における安全衛生方針を表明し、建設工事
従事者及びその他の関係者並びに店社の労働者に周知させるものとす
る。

1)
建設事業者は、建設事業場における安全衛生方針を表明し、労働者及
び関係請負人その他の関係者に周知させるものとする。

2)
安全衛生方針は、建設事業場における安全衛生水準の向上を図るため
の安全衛生に関する基本的考え方を示すものであり、次の事項を含むも
のとする。

2)
安全衛生方針は、建設事業場における安全衛生水準の向上を図るた
めの安全衛生に関する基本的考え方を示すものであり、次の事項を含
むものとする。

(1)　労働災害の防止を図ること。 (1)　労働災害の防止を図ること。

(2)　心身の健康の保持増進を図ること。

(3)　労働者の協力の下に、安全衛生活動を実施すること。 (2)　労働者の協力の下に、安全衛生活動を実施すること。

(4)　労働安全衛生関係法令、建設事業場において定めた安全衛生に関
する規程(以下「建設事業場安全衛生規程」という。)等を遵守すること。

(3)　労働安全衛生関係法令、建設事業場において定めた安全衛生に
関する規程(以下「建設事業場安全衛生規程」という。)等を遵守するこ
と。

(5)　システムに従って行う措置を適切に実施すること。 (4)　システムに従って行う措置を適切に実施すること。

5.1.2 労働者の意見の反映 5.1.2 労働者の意見の反映

建設事業者は、安全衛生目標の設定並びに安全衛生計画の作成、実
施、評価及び改善に当たり、安全衛生委員会等（安全衛生委員会、安全
委員会又は衛生委員会をいう。以下同じ。）の活用等労働者の意見を反
映する手順を定めるとともに、この手順に基づき、労働者の意見を反映
するものとする。

建設事業者は、安全衛生目標の設定並びに安全衛生計画の作成、実
施、評価及び改善に当たり、安全衛生委員会等（安全衛生委員会、安
全委員会又は衛生委員会をいう。以下同じ。）の活用等労働者の意見
を反映する手順を定めるとともに、この手順に基づき、労働者の意見を
反映するものとする。
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5.1.3 システム体制の整備 5.1.3 システム体制の整備

建設事業者は、建設事業場におけるシステムに従って行う措置を適切に
実施する体制を整備するため、次の事項を行うものとする。

建設事業者は、建設事業場におけるシステムに従って行う措置を適切
に実施する体制を整備するため、次の事項を行うものとする。

(1)  建設事業場においてその事業を統括管理する者を、システム管理の
最高責任者として指名し、役割、責任及び権限を定めること。

(1)  建設事業場においてその事業を統括管理する者を、システム管理
の最高責任者として指名し、役割、責任及び権限を定めること。

(2)　システム各級管理者（店社においては、安全衛生管理部門、工事管
理部門等における部長・課長・係長等の管理者、また、作業所において
は、作業所長、工事主任等の管理者であって、システムを担当するもの
をいう。以下同じ。）を指名し、役割、責任及び権限を定めること。

(2)　システム各級管理者（店社においては、安全衛生管理部門、工事
管理部門等における部長・課長・係長等の管理者、また、作業所におい
ては、作業所長、工事主任等の管理者であって、システムを担当するも
のをいう。以下同じ。）を指名し、役割、責任及び権限を定めること。

(3)　システム管理の最高責任者、システム各級管理者の役割、責任及
び権限を、建設工事従事者及びその他の関係者並びに店社の労働者に
周知させること。

(3)　システム管理の最高責任者、システム各級管理者の役割、責任及
び権限を、労働者及び関係請負人その他の関係者に周知させること。

(4)　システムに係る人材及び予算を確保するように努めること。 (4)　システムに係る人材及び予算を確保するように努めること。

(5)　システムに従って行う措置の実施に当たり、安全衛生委員会等を活
用すること。

(5)　システムに従って行う措置の実施に当たり、安全衛生委員会等を
活用すること。

5.1.4 システム教育の実施 5.1.4 システム教育の実施

建設事業者は、労働者に対してシステムに関する教育を実施する手順を
定めるとともに、この手順に基づき、システムに関する教育を実施するも
のとする。

建設事業者は、労働者に対してシステムに関する教育を実施する手順
を定めるとともに、この手順に基づき、システムに関する教育を実施す
るものとする。

5.1.5 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 5.1.5 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価

1)

建設事業者は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成の
ため、関係請負人の安全衛生管理能力等を評価する手順を定めるととも
に、この手順に基づき、関係請負人の安全衛生管理能力等を評価するも
のとする。

1)

建設事業者は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成
のため、関係請負人の安全衛生管理能力等を評価する手順を定めると
ともに、この手順に基づき、関係請負人の安全衛生管理能力等を評価
するものとする。

2)
建設事業者は、1)において評価した結果を、次の施工する工事における
関係請負人の選定及び育成に反映するものとする。

2)
建設事業者は、1)において評価した結果を、次の施工する工事におけ
る関係請負人の選定及び育成に反映するものとする。
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5.1.6 明文化 5.1.6 明文化

1) 建設事業者は、次の事項を文書により定めるものとする。 1) 建設事業者は、次の事項を文書により定めるものとする。

(1)　安全衛生方針 (1)　安全衛生方針

(2)　システム管理の最高責任者及びシステム各級管理者の役割、責任
及び権限

(2)　システム管理の最高責任者及びシステム各級管理者の役割、責任
及び権限

(3)　安全衛生目標 (3)　安全衛生目標

(4)　安全衛生計画 (4)　安全衛生計画

(5)　次に掲げる店社において必要な基本的事項に関する手順 (5)　次に掲げる店社において必要な基本的事項に関する手順

　　①　労働者の意見の反映 　　①　労働者の意見の反映

　　②　システム教育 　　②　システム教育

　　③　関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 　　③　関係請負人の安全衛生管理能力等の評価

　　④　文書の管理 　　④　文書の管理

　　⑤　危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 　　⑤　危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定

　  ⑥　心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組

　　⑦　安全衛生計画の実施等 　　⑥　安全衛生計画の実施等

　　⑧　日常的な点検、改善等 　　⑦　日常的な点検、改善等

　　⑨　労働災害発生原因の調査等 　　⑧　労働災害発生原因の調査等

　　⑩　システム監査 　　⑨　システム監査

(6)　次に掲げる作業所において必要な基本的事項に関する手順 (6)　次に掲げる作業所において必要な基本的事項に関する手順

　　①　建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者
　　　　の意見の反映

　　①　労働者等の意見の反映

　　②　関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 　　②　関係請負人の安全衛生管理能力等の評価
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　　③　文書の管理　 　　③　文書の管理　

　　④　記録 　　④　記録

　　⑤　危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 　　⑤　危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定

　  ⑥　心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組

　　⑦　工事安全衛生計画の実施等 　　⑥　工事安全衛生計画の実施等

　　⑧　日常的な点検、改善等 　　⑦　日常的な点検、改善等

　　⑨　労働災害発生原因の調査等 　　⑧　労働災害発生原因の調査等

2)
建設事業者は、1）の文書を管理する手順を定めるとともに、この手順に
基づき、これらの文書を管理するものとする。

2)
建設事業者は、1）の文書を管理する手順を定めるとともに、この手順に
基づき、これらの文書を管理するものとする。

5.1.7 記録 5.1.7 記録

建設事業者は、安全衛生計画の実施状況、システム監査の結果等シス
テムに従って行う措置の実施に関し必要な事項を記録し、これらの記録
を保管するものとする。

建設事業者は、安全衛生計画の実施状況、システム監査の結果等シス
テムに従って行う措置の実施に関し必要な事項を記録し、これらの記録
を保管するものとする。

5.1.8 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 5.1.8 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定

1)

建設事業者は、労働安全衛生法第28条の2第2項に基づく「危険性又は
有害性等の調査等に関する指針」及び労働安全衛生法第57条の3第3項
に基づく「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指
針」に従って工事に伴う危険性又は有害性等を調査する手順を定めると
ともに、この手順に基づき、危険性又は有害性等を調査するものとする。

1)

建設事業者は、労働安全衛生法第28条の2第2項に基づく「危険性又は
有害性等の調査等に関する指針」に従って工事に伴う危険性又は有害
性等を調査する手順を定めるとともに、この手順に基づき、危険性又は
有害性等を調査するものとする。

2)

建設事業者は、1)の調査の結果に基づき建設工事従事者及びその他の
関係者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を決定する手順
を定めるとともに、この手順に基づき、実施する措置を決定するものとす
る。

2)
建設事業者は、1)の調査の結果に基づき労働者の危険又は健康障害
を防止するため必要な措置を決定する手順を定めるとともに、この手順
に基づき、実施する措置を決定するものとする。

3)
建設事業者は、労働安全衛生関係法令、建設事業場安全衛生規程等に
基づき実施すべき事項を決定する手順を定めるとともに、この手順に基
づき、実施する措置を決定するものとする。

3)
建設事業者は、労働安全衛生関係法令、建設事業場安全衛生規程等
に基づき実施すべき事項を決定する手順を定めるとともに、この手順に
基づき、実施する措置を決定するものとする。
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5.1.9 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組

1)
建設事業者は、労働安全衛生法第66条第1項及び第2項に基づく労働者
の健康状態を把握するための手順を定めるとともに、この手順に基づ
き、労働者の健康状態を把握するものとする。

2)

建設事業者は、労働安全衛生法第66条の10第7項に基づく「心理的な負
担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導
結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」に従って心理的な
負担の程度を把握するための検査等を実施する手順を定めるとともに、
この手順に基づき、心理的な負担の程度を把握するための検査等を実
施するものとする。

3)

建設事業者は、１）及び２）の実施結果に基づき、労働者の心身の健康を
保持増進するとともに快適な職場環境を形成するための手順を定め、こ
の手順に基づき、労働者の心身の健康を保持増進するとともに快適な職
場環境を形成するよう努めるものとする。

5.1.10 安全衛生目標の設定 5.1.9 安全衛生目標の設定

建設事業者は、安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、安全
衛生目標を設定し、この目標において一定期間に達成すべき到達点を
明らかとするとともに、この目標を建設工事従事者及びその他の関係者
並びに店社の労働者に周知するものとする。

建設事業者は、安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、安
全衛生目標を設定し、この目標において一定期間に達成すべき到達点
を明らかとするとともに、この目標を労働者及び関係請負人その他の関
係者に周知するものとする。

(1)　危険性又は有害性等の調査結果 (1)　危険性又は有害性等の調査結果

(2)　健康診断結果、心理的な負担の程度を把握するための検査結果

(3)　過去の安全衛生目標の達成状況、労働災害の発生状況 (2)　過去の安全衛生目標の達成状況、労働災害の発生状況

5.1.11 安全衛生計画の作成 5.1.10 安全衛生計画の作成

1)

建設事業者は、安全衛生目標を達成するため、建設事業場における危
険性又は有害性等の調査の結果等、及び労働者の心身の健康状態の
把握結果等に基づき、一定の期間を限り、安全衛生計画を作成するとと
もに、この計画を建設工事従事者及びその他の関係者並びに店社の労
働者に周知するものとする。

1)

建設事業者は、安全衛生目標を達成するため、建設事業場における危
険性又は有害性等の調査の結果等に基づき、一定の期間を限り、安全
衛生計画を作成するとともに、この計画を労働者及び関係請負人その
他の関係者に周知するものとする。
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2)
安全衛生計画は、安全衛生目標を達成するため、具体的な実施事項、
日程等について定めるものであり、次の事項を含むものとする。

2)
安全衛生計画は、安全衛生目標を達成するため、具体的な実施事項、
日程等について定めるものであり、次の事項を含むものとする。

(1)　5.1.8  2）、3）の規定により決定された措置の内容及び実施時期に関
する事項

(1)　5.1.8  2）、3）の規定により決定された措置の内容及び実施時期に
関する事項

(2)　5.1.9 3)の規定により決定された取組の内容及び実施時期に関する
事項

(3) 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全
衛生活動の実施に関する事項

(2） 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全
衛生活動の実施に関する事項

(4） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項 (3） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項

(5） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項 (4） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項

(6） 作業所の指導及び支援に関する事項 (5） 作業所の指導及び支援に関する事項

(7） 安全衛生計画の期間に関する事項 (6） 安全衛生計画の期間に関する事項

(8） 安全衛生計画の見直しに関する事項 (7） 安全衛生計画の見直しに関する事項

9
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5.1.12 安全衛生計画の実施等 5.1.11 安全衛生計画の実施等

1)
建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施する手順を定め
るとともに、この手順に基づき、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施
するものとする。

1)
建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施する手順を定
めるとともに、この手順に基づき、安全衛生計画を適切かつ継続的に実
施するものとする。

2)

建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施するために必要
な事項について建設工事従事者及びその他の関係者並びに店社の労
働者に周知させる手順を定めるとともに、この手順に基づき、安全衛生
計画を適切かつ継続的に実施するために必要な事項をこれらの者に周
知させるものとする。

2)

建設事業者は、安全衛生計画を適切かつ継続的に実施するために必
要な事項について労働者及び関係請負人その他の関係者に周知させ
る手順を定めるとともに、この手順に基づき、安全衛生計画を適切かつ
継続的に実施するために必要な事項をこれらの者に周知させるものと
する。

5.1.13 緊急事態への対応 5.1.12 緊急事態への対応

建設事業者は、あらかじめ、工事において労働災害発生の急迫した危険
がある状態（以下「緊急事態」という。）が発生した場合に労働災害を防
止するための措置を定めるとともに、これに基づき適切に対応するものと
する。

建設事業者は、あらかじめ、工事において労働災害発生の急迫した危
険がある状態（以下「緊急事態」という。）が発生した場合に労働災害を
防止するための措置を定めるとともに、これに基づき適切に対応するも
のとする。

5.1.14 日常的な点検、改善等 5.1.13 日常的な点検、改善等

1)
建設事業者は、安全衛生計画の実施状況等の日常的な点検及び改善
を実施する手順を定めるとともに、この手順に基づき、安全衛生計画の
実施状況等の日常的な点検及び改善を実施するものとする。

1)
建設事業者は、安全衛生計画の実施状況等の日常的な点検及び改善
を実施する手順を定めるとともに、この手順に基づき、安全衛生計画の
実施状況等の日常的な点検及び改善を実施するものとする。

2)
建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1）の日常的
な点検及び改善の結果を反映するものとする。

2)
建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1）の日常的
な点検及び改善の結果を反映するものとする。

5.1.15 労働災害発生原因の調査等 5.1.14 労働災害発生原因の調査等

1)

建設事業者は、労働災害、事故等が発生した場合におけるこれらの原因
の調査並びに問題点の把握及び改善を実施する手順を定めるとともに、
労働災害、事故等が発生した場合には、この手順に基づき、これらの原
因の調査並びに問題点の把握及び改善を実施するものとする。

1)

建設事業者は、労働災害、事故等が発生した場合におけるこれらの原
因の調査並びに問題点の把握及び改善を実施する手順を定めるととも
に、労働災害、事故等が発生した場合には、この手順に基づき、これら
の原因の調査並びに問題点の把握及び改善を実施するものとする。

2)
建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1)の労働災
害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握及び改善の結果を反映
するものとする。

2)
建設事業者は、次回の安全衛生計画を作成するに当たり、1)の労働災
害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握及び改善の結果を反映
するものとする。
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5.1.16 システム監査 5.1.15 システム監査

1)

建設事業者は、定期的なシステム監査の計画を作成し、5.1.1から5.1.15
まで及び5.2.1から5.2.14までに規定する事項についてシステム監査を適
切に実施する手順を定めるとともに、この手順に基づき、システム監査を
適切に実施するものとする。

1)

建設事業者は、定期的なシステム監査の計画を作成し、5.1.1から5.1.14
まで及び5.2.1から5.2.13までに規定する事項についてシステム監査を適
切に実施する手順を定めるとともに、この手順に基づき、システム監査
を適切に実施するものとする。

2)
建設事業者は、1)のシステム監査の結果、必要があると認めるときは、
システムに従って行う措置の実施について改善を行うものとする。

2)
建設事業者は、1)のシステム監査の結果、必要があると認めるときは、
システムに従って行う措置の実施について改善を行うものとする。

5.1.17 システムの見直し 5.1.16 システムの見直し

建設事業者は、5.1.16 １）のシステム監査の結果を踏まえ、定期的に、シ
ステムの妥当性及び有効性を確保するため、安全衛生方針の見直し、こ
のガイドラインに基づき定められた手順の見直し等システムの全般的な
見直しを行うものとする。

建設事業者は、5.1.15 １）のシステム監査の結果を踏まえ、定期的に、
システムの妥当性及び有効性を確保するため、安全衛生方針の見直
し、このガイドラインに基づき定められた手順の見直し等システムの全
般的な見直しを行うものとする。

5.2 作業所において必要な基本的事項 5.2 作業所において必要な基本的事項

5.2.1 工事安全衛生方針の表明 5.2.1 工事安全衛生方針の表明

1)
作業所長は、工事安全衛生方針を表明し、建設工事従事者及びその他
の関係者並びに施工する工事に関係する店社の労働者に周知させるも
のとする。

1)
作業所長は、工事安全衛生方針を表明し、施工する工事に関係する労
働者及び関係請負人その他の関係者に周知させるものとする。

2)

工事安全衛生方針は、作業所における安全衛生を確保するための施工
する工事の安全衛生に関する基本的考え方を示すものであり、施工する
工事の特性、建設事業者が定めた安全衛生方針、安全衛生目標、安全
衛生計画等に基づくものとする。

2)

工事安全衛生方針は、作業所における安全衛生を確保するための施
工する工事の安全衛生に関する基本的考え方を示すものであり、施工
する工事の特性、建設事業者が定めた安全衛生方針、安全衛生目標、
安全衛生計画等に基づくものとする。
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5.2.2
建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者の
意見の反映

5.2.2 労働者等の意見の反映

作業所長は、工事安全衛生目標の設定並びに工事安全衛生計画の作
成、実施、評価及び改善に当たり、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、
建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者の意見を
反映させるものとする。

作業所長は、工事安全衛生目標の設定並びに工事安全衛生計画の作
成、実施、評価及び改善に当たり、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、
施工する工事に関係する労働者の意見を反映するとともに、関係請負
人の意見を反映するよう努めるものとする。

5.2.3 システム体制の周知等 5.2.3 システム体制の周知等

1)
作業所長は、システム各級管理者の役割、責任及び権限を、建設工事
従事者及びその他の関係者並びに施工する工事に関係する店社の労
働者に周知させるものとする。

1)
作業所長は、システム各級管理者の役割、責任及び権限を、労働者及
び関係請負人その他の関係者に周知させるものとする。

2)
作業所長は、システムに関する体制図等によりシステム各級管理者の指
名を明確にさせるものとする。

2)
作業所長は、システムに関する体制図等によりシステム各級管理者の
指名を明確にさせるものとする。

5.2.4 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 5.2.4 関係請負人の安全衛生管理能力等の評価

作業所長は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成のた
め、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、関係請負人の安全衛生管理能
力等の評価を実施し、この結果を建設事業者に報告するものとする。

作業所長は、安全衛生に関して優良な関係請負人の選定及び育成の
ため、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、関係請負人の安全衛生管理
能力等の評価を実施し、この結果を建設事業者に報告するものとする。

5.2.5 明文化 5.2.5 明文化

1)
 作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、次の事項を文書によ
り定めるとともに、これらの文書を管理するものとする。

1)
 作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、次の事項を文書によ
り定めるとともに、これらの文書を管理するものとする。

(1)　工事安全衛生方針 (1)　工事安全衛生方針

(2)　工事安全衛生目標 (2)　工事安全衛生目標

(3)　工事安全衛生計画 (3)　工事安全衛生計画

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の文書を建設事業
者に報告するものとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の文書を建設事業
者に報告するものとする。
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5.2.6 記録 5.2.6 記録

1)

作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の
実施状況、日常的な点検、改善の状況等システムに従って行う措置の実
施に関し必要な事項を記録するとともに、これらの記録を保管するものと
する。

1)

作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の
実施状況、日常的な点検、改善の状況等システムに従って行う措置の
実施に関し必要な事項を記録するとともに、これらの記録を保管するも
のとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の記録を建設事業
者に報告するものとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の記録を建設事業
者に報告するものとする。

5.2.7 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 5.2.7 危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定

1)

作業所長は、労働安全衛生法第28条の2第2項に基づく「危険性又は有
害性等の調査等に関する指針」及び労働安全衛生法第57条の3第3項に
基づく「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」
に従って5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、施工する工事において予
想される危険性又は有害性等を調査するものとする。

1)

作業所長は、労働安全衛生法第28条の2第2項に基づく「危険性又は有
害性等の調査等に関する指針」に従って5.1.6　1)  (6)で定める手順に基
づき、施工する工事において予想される危険性又は有害性等を調査す
るものとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の調査の結果から
建設工事従事者及びその他の関係者の危険又は健康障害を防止する
ために実施する措置を決定するものとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、1)の調査の結果から
労働者の危険又は健康障害を防止するために実施する措置を決定す
るものとする。

3)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、労働安全衛生関係法
令、建設事業場安全衛生規程等から実施する措置を決定するものとす
る。

3)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、労働安全衛生関係法
令、建設事業場安全衛生規程等から実施する措置を決定するものとす
る。

5.2.8 心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組

1)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の労
働安全衛生法第66条第1項及び第2項に基づく健康診断の実施状況を把
握するものとする。

2)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の労
働安全衛生法第66条の10に基づく心理的な負担の程度を把握するため
の検査等の実施状況を確認するよう努めるものとする。
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3)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、建設工事従事者の職
場環境が快適になるよう努めるものとする。

5.2.9 工事安全衛生目標の設定 5.2.8 工事安全衛生目標の設定

作業所長は、工事安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、工
事安全衛生目標を設定し、この目標において施工する工事期間又は一
定期間において、達成すべき到達点を明らかとするとともに、この目標を
建設工事従事者及びその他の関係者並びに施工する工事に関係する
店社の労働者に周知するものとする。

作業所長は、工事安全衛生方針に基づき、次に掲げる事項を踏まえ、
工事安全衛生目標を設定し、この目標において施工する工事期間又は
一定期間において、達成すべき到達点を明らかとするとともに、この目
標を施工する工事に関係する労働者及び関係請負人その他の関係者
に周知するものとする。

(1)　危険性又は有害性等の調査結果 (1)　危険性又は有害性等の調査結果

(2)　同種工事における労働災害の発生状況 (2)　過去の工事安全衛生目標の達成状況、労働災害の発生状況

5.2.10 工事安全衛生計画の作成 5.2.9 工事安全衛生計画の作成

1)

作業所長は、工事安全衛生目標を達成するため、施工する工事におい
て予想される危険性又は有害性等の調査の結果等に基づき、施工する
工事期間又は一定期間における工事安全衛生計画を作成するとともに、
この計画を建設工事従事者及びその他の関係者並びに施工する工事に
関係する店社の労働者に周知するものとする。

1)

作業所長は、工事安全衛生目標を達成するため、施工する工事におい
て予想される危険性又は有害性等の調査の結果等に基づき、施工する
工事期間又は一定期間における工事安全衛生計画を作成するととも
に、この計画を施工する工事に関係する労働者及び関係請負人その他
の関係者に周知するものとする。

2)
工事安全衛生計画は、工事安全衛生目標を達成するため、次の事項を
含むものとする。

2)
工事安全衛生計画は、工事安全衛生目標を達成するため、次の事項を
含むものとする。

(1)　5.2.7  2）、3)の規定により決定された措置の内容及び実施時期に関
する事項

(1)　5.2.7  2）、3)の規定により決定された措置の内容及び実施時期に関
する事項

(2） 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全
衛生活動の実施に関する事項

(2） 安全衛生に関する行事、安全施工サイクル活動等の日常的な安全
衛生活動の実施に関する事項

(3） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項 (3） 安全衛生教育の内容及び実施時期に関する事項

(4） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項 (4） 関係請負人に対する措置の内容及び実施時期に関する事項

(5） 工事安全衛生計画の期間に関する事項 (5） 工事安全衛生計画の期間に関する事項

(6） 工事安全衛生計画の見直しに関する事項 (6） 工事安全衛生計画の見直しに関する事項
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5.2.11 工事安全衛生計画の実施等 5.2.10 工事安全衛生計画の実施等

1)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を
適切かつ継続的に実施するものとする。

1)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を
適切かつ継続的に実施するものとする。

2)

作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を
適切かつ継続的に実施するために必要な事項について建設工事従事者
及びその他の関係者並びに施工する工事に関係する店社の労働者に周
知させるものとする。

2)

作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画を
適切かつ継続的に実施するために必要な事項について施工する工事
に関係する労働者及び関係請負人その他の関係者に周知させるものと
する。

5.2.12 緊急事態への対応 5.2.11 緊急事態への対応

作業所長は、あらかじめ、施工する工事において緊急事態が生ずる可能
性を評価し、5.1.13で定める措置に従って、適切に対応するものとする。

作業所長は、あらかじめ、施工する工事において緊急事態が生ずる可
能性を評価し、5.1.12で定める措置に従って、適切に対応するものとす
る。

5.2.13 日常的な点検、改善等 5.2.12 日常的な点検、改善等

1)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の
実施状況等の日常的な点検及び改善を実施するものとする。

1)
作業所長は、5.1.6　1)  (6)で定める手順に基づき、工事安全衛生計画の
実施状況等の日常的な点検及び改善を実施するものとする。

2)
作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合
にあっては、１）の日常的な点検及び改善の結果を、次回の工事安全衛
生計画に反映するものとする。

2)
作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合
にあっては、１）の日常的な点検及び改善の結果を、次回の工事安全衛
生計画に反映するものとする。

5.2.14 労働災害発生原因の調査等 5.2.13 労働災害発生原因の調査等

1)
作業所長は、労働災害、事故等が発生した場合に5.1.6　1)  (6)で定める
手順に基づき、労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握及
び改善を実施するものとする。

1)
作業所長は、労働災害、事故等が発生した場合に5.1.6　1)  (6)で定める
手順に基づき、労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握
及び改善を実施するものとする。

2)
作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合
にあっては、１）の労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把握
及び改善の結果を、次回の工事安全衛生計画に反映するものとする。

2)

作業所長は、一定期間における工事安全衛生計画を作成している場合
にあっては、１）の労働災害、事故等の原因の調査並びに問題点の把
握及び改善の結果を、次回の工事安全衛生計画に反映するものとす
る。
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旧　ＣＯＨＳＭＳＮＥＷ　ＣＯＨＳＭＳ

沿革　　　　　　　　　 沿革　　　　　　　　　

平成１１年１１月１６日　制定 平成１１年１１月１６日　制定

平成１８年　６月　１日　改正 平成１８年　６月　１日　改正

平成３０年４月１日　改正
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労働災害を防止するという視点だけではなく、安全、安心な職場環境を作るという新しい価値を

創造する「Positive Approach」を目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メンタルヘルスの取組への対応 

ストレスチェック及び健康診断を実施することを基本的事項に追加しました。 

化学物質のリスクアセスメント等の取組への対応 

労働安全衛生法の改正により化学物質のリスクアセスメント等が義務化されたことにより基本的事項に追加

しました。 

ICTを活用する建設技術への取組 

リスクアセスメントのリスク低減措置の第一優先順位として、設計・計画段階での見直しに、ICT の活用を行

うことで本質的安全を目指します。 

「建設工事従事者」という概念を定義 

 建設職人基本法の制定を考慮し、元請及び下請の労働

者の他、一人親方等や技能実習生も含む「建設工事従事

者」と言う概念を定義し、労働災害防止の対象者を建設

工事従事者及びその他関係者とすることとしました。 

利害関係者及びリスクの範囲の拡大 

NEWCOHSMS は ISO45001 の内容を踏まえ、利害関係者の

範囲の拡大、及び公衆災害や交通事故も経営に関わるリス

クとして考慮することとしました。NEWCOHSMSは ISO45001

を包含した労働安全衛生マネジメントシステムとなりま

した。その関係性のイメージは図のとおりです。 

 

 

NEWCOHSMSの概念図 

建設業労働災害防止協会（建災防） 

NEW COHSMS の目的 

A4一枚両面 

 

 

 

NEW COHSMS の主な改訂内容 

NEWCOHSMS構築の考え方 



  

 
５．１ 店社において必要な基本的事項 

５．１．１  安全衛生方針の表明 

５．１．２  労働者の意見の反映 

５．１．３  システム体制の整備 

５．１．４  システム教育の実施 

５．１．５  関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

５．１．６  明文化 

５．１．７  記録 

５．１．８  危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

５．１．９  心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

５．１．１０ 安全衛生目標の設定 

５．１．１１ 安全衛生計画の作成 

５．１．１２ 安全衛生計画の実施等 

５．１．１３ 緊急事態への対応 

５．１．１４ 日常的な点検、改善等 

５．１．１５ 労働災害発生原因の調査等 

５．１．１６ システム監査 

５．１．１７ システムの見直し 

５．２ 作業所において必要な基本的事項 

５．２．１  工事安全衛生方針の表明 

５．２．２  建設工事従事者及び施工する工事に関係する店社の労働者の意見の反映 

５．２．３  システム体制の周知 

５．２．４  関係請負人の安全衛生管理能力等の評価 

５．２．５  明文化 

５．２．６  記録 

５．２．７  危険性又は有害性等の調査及び実施事項の決定 

５．２．８  心身の健康の保持増進及び快適な職場環境形成への取組 

５．２．９  工事安全衛生目標の設定 

５．２．１０ 工事安全衛生計画の作成 

５．２．１１ 工事安全衛生計画の実施等 

５．２．１２ 緊急事態への対応 

５．２．１３ 日常的な点検、改善等 

５．２．１４ 労働災害発生原因の調査等 

 

 

 

 

 

 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成 28 年法律第 111 号）」第 8条の規定に

基づき、平成 29 年 6 月 9 日に閣議決定された「基本計画」の第 2 の 4.(1)「建設工事の現場の安全性の

点検、分析、評価等に関する建設業者等による自主的な取組の促進」において、建設業のマネジメントシス

テムを構築することが重要であると明記されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

コスモスガイドラインは、国際労働機関（ILO）が公表

した唯一の国際標準である「労働安全衛生マネジメント

に関するガイドライン」（ILO-OSH 2001）において推奨し

ている業種別ガイドラインに位置づけられています。 

 

 

 

 

 

建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画（抜粋） 

 

建設工事の現場の安全衛生水準を高めていくためには、労働安全衛生法に基づく法定の措置を講ずるだ

けでなく、建設業者がリスクアセスメントを実施し、さらには自社の安全衛生に関する対策について計画・

実行・評価・改善する仕組み（マネジメントシステム）を構築することが重要である。 

厚生労働省・国土交通省はマネジメントシステムを構築することが重要であるとしています。 

👆 NEW 
👆 NEW 

 

 

I L O（国際労働機関） 

労働安全衛生マネジメントシステムのガイドライン 

国（日本） 

労働安全衛生マネジメントシステムのガイドライン 

業種別・規模別 

労働安全衛生マネジメントシステムのガイドライン 

Guidelines on Occupational Safety and Health 

Management Systems(ILO－OSH－2001) 

※厚生労働省「労働安全衛生マネジメントシステムに 

関する指針（国の指針）」 

「国の指針」を踏まえたガイドライン 

※建災防「建設業労働安全衛生マネジメントシステム 

（COHSMS）ガイドライン」 

NEW COHSMSのコスモスガイドライン目次 

コスモスとは、建設業労働安全衛生マネジメントシステ

ムガイドラインに基づき構築し、実施している労働安全

衛生マネジメントシステムのことで、そのガイドライン

は厚生労働省が公表している「労働安全衛生マネジメン

トシステムに関する指針」に基づいています。 

コスモスの目的は、店社と作業所が一体となって、リス

クアセスメントの確実な実施により PDCA サイクルを回

し、労働災害の防止を図るとともに、健康の増進と快適

職場づくりを実現し、建設企業の安全衛生水準の向上を

目指すことにあります。 

コスモスガイドラインの国際的な位置付け コスモスとは？ 



項目 事項等
平成３０年度
（２０１８年度）

平成３１年度
（２０１９年度）

平成３２年度
（２０２０年度）

平成３２年度
（２０２１年度）

平成３３年度
（２０２２年度）

１０月

開始 ◆

（2018年10月）

１０月

経過措置(※2） ◆

（2018年10月～2020年3月）

４月

全面開始 ◆

（2020年4月～）

※1　「NEW COHSMS認定」とは、NEW　COHSMS認定基準に基づく認定をいう。

※2　「経過措置」とは、NEW　COHSMS認定と従来のCOHSMS認定との両方の認定を行うことをいう。

NEW COHSMS認定への移行計画　（イメージ）

NEW COHSMS認定（※1）


